
基準年度：2013（平成25）年度

計画期間：2026（令和8）～2040（令和22）年度

第６期 道の事務・事業に関する実行計画【概要】

１ 基本的事項

○ 2050年までの「ゼロカーボン北海道」を目指し、道自らが排出す

る温室効果ガスの抑制を図るとともに、道民・事業者の取組を促

すことを目的とした計画

○ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体実行

計画（事務事業編） 

○ 北海道地球温暖化防止対策条例で規定する道の責務中、「事務及

び事業に関し、率先して実施する温室効果ガスの排出抑制等のた

めの施策」を具体的に示す計画

２ 計画の目標等

３ 具体的な取組

○ 2024年度削減実績 29.2％

○ 対象範囲：道の全ての機関（指定管理者施設を含む）が行う全ての

事務・事業（委託事業等を除く）

○ 電力使用等による排出量の削減

環境配慮契約対応方針に基づき、全庁的に排出係数や再生可能エ

ネルギーの導入率等を考慮した電力調達を行う

・再エネ導入率目標：2030年度に60%、以降は更なる脱炭素由来

電力の調達に努める

・法令に違反する発電施設からの再エネ電力の調達を避ける

○ 職場・職員の省エネ・省資源の率先行動 など

４ 推進体制等

○推進体制・・・経済部ゼロカーボン戦略課に推進事務局を置き、進行管理を行う

○点検方法・・・毎年度、取組状況及び温室効果ガス排出量を取りまとめ、ゼロカーボン北海道推進本部へ報告し、点検する

・部局ごとの「推進状況シート」を作成し、取組を促す

〇計画の見直し・・・計画策定後、５年程度経過を目処に内容を見直し ※ 排出量の動向、取組状況、関わる状況の変化等を踏まえ必要に応じ見直し

年 度 排出量 削減目標

基準年（２０１３年度）実績 ３００,２８１(t-CO2) ー

目
標
値

２０３０年度 １５０,１４０(t-CO2) ５０%

２０３５年度 １０５,０９８(t-CO2) ６５%

２０４０年度 ６３,０５９(t-CO2) ７９%

○ 道有施設の新築・改修時の省エネ対策・再エネ導入等

・新築・改築時はBEI※を0.5以下（ZEB Ready相当）を原則とし、

長寿命化改修を行う施設は0.8以下を目指す

・庁舎照明に関しては2030年度までに100%LED化を目指す

・コストや技術面に配慮し、木造化・木質化を推進

・新築・改築時の太陽光発電設備の設置を原則とし、設置可能な施設

について、2030年度までに50%、2040年度には100%設置を

目指す（ＰＰＡの活用やペロブスカイト太陽電池の導入も検討）

○ 次世代自動車の積極的導入

公用車への次世代自動車の導入を基本とし、2030年度には導入

率100%とする

※一次エネルギー消費性能
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